取替価値会計 by 松本,穣
取　　替　　価　　値　　会　　計
REPLACEMEM　VALUE　ACCOUNT　I　N〈〔｝
商学研究科　商学専攻
博士課程　1年次生
　　　松　　　本　　　　　穣
　　　MATSUMOTO’Yu　t　a　k　a
　　　　「
　　　　　1
　1957年に公表されたアメリカ会計学会の「会社贈務諸表会計訟よび報告諸基準」を契機としてアメリカ
にbける会計理論の傾向が時価主義の色彩を鉛びてきたことは周知のことである。これは近年に於ける目覚し
い経済の発展や慨常化した価絡変動を背景としている。最近に澄けるこれらアメリカ会計学会の理論展開やそ
の他アメリカ公認会計士協会などの理論に代表されるこの傾向は「新しい会計理論1）」もしくは「現代会計
理論2）」とよばれている。
　しかしながら，このような新しい会計理論の展開とはまりたく別個にオランダでは四十年も前から「取替価
値会計」が実践されている。この取替価値会計は表現的にはアメリカ流の「新しい会計理論」もしくは「現代
会計理論」によぐ似ている。たとえば，測定方法に著しい類似点がある。しかし，これら2つの会計方法には根
本的な相違が潜んでいると理解している。本稿では他方に，いわゆるアメザヵ流の「現代会計理論」を念頭
におきつつ，主として取替価値会計の基礎となつている諸条件を見出し，取替価値の測定方法，そこに内在t
る資本観したがって利益観を考察し，あわせてアメリカの新しい会計理論との比較を行う。
　（1）若杉明助教授はアメリカにかげる近年の時価主義傾向を「新しい会計理論」とよんで澄られる。たとえ
　　ば，次を参照。「会計目的の変遷と会計理論」実務会計創刊号　「新しい会計理論の探究」企業会計18
　　巻5号　「企業会計基準の構造」実務会計社　　．
　（2）浅羽二郎教授はこの傾向を「現代会計理論」となづけられた。たとえば，次を参照。「現代会計理論分
　　析の視点」会計94巻2号　「会計原則の基礎構造」有斐閣　　　　　　　　　　　　　　　　＼
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オランダに本社を持ち，自由主義のほとんどすぺての国々に製造ないし販売会社をもつフィリッブス社
（PhilipsE．1　ectrical　Industry）の内部監査主任であるゴーデケット（A．Goudeket）教授はい
くつかの論文に蟄いて，オラングの取替価値会計の基礎とその構造に関して説明されている。以下，
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ゴーデケット教授の論文を中心に取替価値会計の基礎とltっている要件を考察する。
　まず第1に，会計原則ないし会計実務に対する考え方はどうであろうか。わが国やアメリヵでは，一般に認
められた会計原則という考え方が支配的である。それに対して，「オランダでは健全な企業の実務ということ
が経済原則k・よび会計原則発展の基礎となつている塊」と述ぺている。これは「伝統的な利益toよび価値に関
する諸概念が不適当に左った場合には，伝統的左会計於よび計算技術を捨て去るのに躊躇してはならない2）。」
という表現ともあわせて考えてみた場合，その機能を最善なものにたえず保ってむこうとする合理的な考え方
がうかがえ，理論および実務の改善が弾力的に実行しうる雰囲気を備えていると考えることができよう。
　第2には企業会計そのものについての把握のしかたである。すなわち，一般的には外部報告ρための会計と
内部報告のための会計とが関連性をもつものであるといわれながらも別個の視点から考えられ，異質の結論さ
え下される場合も多々みうけられている。この点に関して，経営者，株主k・よびその他の利害関係者は過去の
業績を示し，かつまた同時に，将来の可能性を示したものどしての企業活動の情報を要請している。この情報
が内部的には経営管理のための指針となり，外部的には受E｛llff2r説明することになる。「これは利益tsよび資
本の計算方法がいずれの場合でも同一でなければならず，かつまた，いずれの目的のための報告書であつても，
情報の詳しさと発表の回数以外の点で異なってはならないことを意味している。じたがって，それ以上に内部
の要請と外部の要請とを区別することは理由のないことである3）。　」と述べている。このように内部目的と
外部目的とをひとつの貫徹した考え方で統合している。この場合，取替価値会計を用いない左らば，経営管理
’は著しく不確実左ものとなρてしまうし，財務会計的にも正しい収益力の把握がむずかしくなってしまう。こ
の点，アメリカでは利害調整のための会計とかあるいは意思決定のための会計とかいった具合に，二者択一一的
な，さもなければ併列的な考え方がとられて澄り，見解の異なりも多々みうけられる。
　第5に，取替価値会計の基礎として注目すべき点はその資本維持観である。この点，取替価値の利用による
生産能力実体資本の維持を目指しているのであるが，アメリカ流のいわゆる「現代会計理論」と比較したとき，
理論の徹底さに注目することができ，独自の解釈が行われているところから，取替価値会計にとられている利
益観とも関連させて，4節において論ずる。
　第4に，フィリップス社に関して考えた場合，そこにみられる企業観が問題となる。ゴーデゲット教授の論
文には次のような表現がみられる。「フィリップス社では取替価値理論を適用し，株主持分の購買力が維持さ’
れた場合にのみ，利益が存在しうると信じている4）。」，「フィリップス社では企業の期首投下資本が維持
されてはじめて利益を認識するという考え方をもっている。すなわち，期末投下資本の購買力が期首のそれと
等しいことを確認してはじめて利益を講するのである・）．」このよう娠現をとりあげてギンザー（R，．s．
Gynther）教授は「フィリッブス社の制度の背後にある観念は総じて株主持分の購買力を維持することで
ある6）。」と断言してむられる。しかし，果してそうであろうか。ti・一デケット教授は，取替価値理論を適
用するにあたつてフィリップス社がとり入れている企業会計制度を次のように要約している。
　「1．会計制度の目的は各部門の経営老にその特定部門の活動に必要な情報を提供し，かつまた，企業の最
　　高管理者にその中央管理に必要な情報を提供することである。
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　2．企業の会計制度は規en　＄・よび基準の存在を意味する予算統制制度にしたが・って組織化されている。
　5．会計制度は分散化している。すなわち，企業の各部門はそれ自身の会計部門をもつていて，企業全体を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　通しての統一された原則にしたがって，各特定部門ごとの貸借対照表於よび損益計算書を毎月作成している。
　4．経営管理のための会計の原則にの・とって，あらゆる階層の責任ある管理老は，全体的にも個別的にも
　各期毎の利益と投下資本とを知らなければならない。このために，取替価値が適用される。いいかえれば、
　取替価値理論の適用は企業の年次報告書を作成するに際して用いられる単kる計算技術ではないのである袖
　このような表現から明らかに知りうることは，もし株主のための会計を主眼に考えているとするならば，こ
とさらに煩雑な取替価値会計を実践するような努力はなされないはずであるというのである。さらに，取替価
値会計で行われている取替価値の測定方法（3節で扱う。）を検討し，またそれの志向するところが生産能力
資本の維持であることをも考えあわせれば，取替価値会計が企業体みずからの立場にたつものであることは明
らかである。したがって，企業の現実的要請から展開された企業のための会計であると理解している。たしか
に，フィリップス社に限つてみると，たとえば貨弊的項目に関する保有損益の計算に際して生計費指数を用い
ている点などに，その他の資産や費用の評価原理と矛盾し，株主の立場的なところもうかがえる。しかし，ブ
イリップス社の場合には，それが実務であることを考えれば，便宜的k指数が用いられている点だけをとりあ
げて，ギンザー教授のように断言することは早計であろうと思える。
　第5に，フィリヅプス社が取替価値会計を採用している基礎として，同社は国際的なあるいは世界的な企業
であることを指摘できる。すなわち，ほとんどあらゆる自由諸国にその製造会社もしくは販売会社をもってい
るフィリッブス社であるから，そこには当初から財務諸表の結合すなわち連結の必要性があったはずである。
外国通貨で表示されている多くの財務諸表を連結する場合，為替相場の決定とか換算という手続が必要になる。
この点，フィリッブス社では公定相場が正しいかどうかを国別にたえず検討し，関係国通貨の購買力とオラン
ダ通貨の購買力との関係を考慮したうえで，同社独自の「購買力相場8）」を決定しているという。国際的な
財務諸表の連結の場合には必然的に同質性が問われなければならないから，この点にもフィi）ッブス社が取替
価値会計をとり入れている大きな根拠があると思う。
　第6に，当然のことながら，取替価値会計という複雑な方法の背後には「最新の会計機械を用いる9）。」こ
との支えがあったはずである。すなわち，近代的な電子計算機などを利用して指数の決定や為替の換算その他
かびただしい量にのぼる資産や費用の書き替えを行っていることであろう。この点で経済性の配慮も無視しえ
ないと考えるが，「……　（いろいろの）利点を考えれば多少の経費がかかったとしても無視することができ
る10）。」と述べて訟り，その利点の大きいことを強調している。
　もちろん，ここに指摘した以上に取替価値会計の基礎となっている要件は多くあることと思う。ゴーデケヅ
ト教授の論文による限りに於いては大体，これらの諸点が取替価値会計の基礎として把握しえたところである。
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取替価値とはいかなる概念なのであろうか。そして，取替価値はいかなるようにして測定されるのであろう
か。以下，これらの問題に関して考察する。
　取替価値がどのような概念であるかに関してゴーデケヅト教授はかならずしも明快な解答を示していない。
ただ，「……価値とは交換した財貨の，企業の所有老に対する重要性（significance）を数量的に評価
したものである1）。」と述べている。すなわち，交換時点において財貨と交換に引き渡された対価が取替価値
算定の基礎となるとの意味である。このゴーデケット教授の表現から取引の対価を取得原価あるいは歴史的原
価思考に直結してしまうのは早計である。むろん，取引の対価はあくまでも取引時点に訟ける価値を正当に表
現し士いるにすぎないからである。ゴーデケット教授も実際にそのようなことは考えていない。いいかえれば，
会計上，評価に関する問題は交換の時点と財務諸表作成の時点との二つの段階で生じ・この場合はそのうちの
前者すなわち財貨め交換蒔点の評価のみにかかわることなのである。
　それでは，取替緬値がいかなる概念であるかをいっそう明確にするたゆに，実務上各項目の取替価値はどの
ようにして測定されるかという問題にそって検討してみよう。
　まず，固定資産に関する取替価値は「一般価格水準の変動ではなく，特殊価格指数の変動に基づいて算定
される2）。」としている。すなわち，資産が関連項目別に分類されて，その分類ごとの指数が計算される。た
とえば，工場建物については，その種の建物の原価に対する指数を適用し，機械類については市場価格を，自
製の機械ならば現在原価を適用するこ、とになる。こうすれば，資産勘定は取替価値で評価されるから，減価償
却費も自動的に取替価値で測定される。さらに，ここで減価償却引当金累計に対する遡及修正も行われるべき
であることが主張されている．ゆ融姻定資産がその耐用年数の終了時点現在の儲水準に基づv’　（完全
に償却されるためであり，かつまた取替に十分な資金がそれによつて引き当てられていることを確実ならしめ
るためであるという3）。’ｵかし，この主張には疑問があろう。滅価償却引当金累計に対する遡及修正に関して
はこれまでにアメリカにもその例をみるけれどもt）遡及修正を認めるごと腿去の償却費計算が正しくなか
ったことをも同時に認めることである。しかるに，もし取替価値に基づいて償知費計算が行われていたと含る
ならば，その時点k翁ける損益計算は正しかったはずである。また，年々の償却費によって回収された資金
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を同種の資産に再投下していれば，実際上，取替資本は十分なはずである。さらに，後で述ぺるようにフィリ
　ップス社では，純貨弊的資産の保有によつて生ずる損失をも認識しているのであるから，その不足分は澄澄よ
そ償われていることになる。なによりも，このような遡及修正自体は取替政策上の考慮によるものであって，
正しい理念から発するものではないと考える。しかし，そうはいっても，フィリッブス社でもまた別の理由か
　らではあるが，結論的には遡及修正を行つてはいない。
　次に，棚卸資産に関しては仕入材料，仕掛品as・よび製品別の標準価格を採用している。したがって，手続上
ではきわめて煩雑になるが，要するに棚卸資産を関連グループに類別し，そのグループごとの現在価格を基礎
にして標準価格を設定しているのである。ただ，ここで注目すべき緻密な考慮が行われている。すなわち，フ
　ィリップス社のように技術的に優れた企業は他の産業一般と比較して，はるかに効率が高く，この超過的な効
率に帰因する製品価格の下落分を勘定に示そうとする考慮を行うのである。実務的にこの価格下落分を測定す
るためには，一般的技術的価格「F落分（general　techno．Iogicai　price　fa11）と当該企業の技
術的価格下落分とを別々に計算しなければならない。この差額をフィリッブス社では超過技術的価格下落分
（・xcess・ech・・1・9・ca1　P，・ce・。1，9！Zづけている．。、リ。ブス社の場合には技舳に
優れていて，この価格下落分は一般のそれよりも大であるから，その項目は結果的に価格騰貴に対する相殺効
果を持つことになる。しかし，このような計算が果して理論的正当性をもちうるかどうかは疑わしい。事実を
直視すれば，技術の優秀さに帰因するとはいっても，それは取替価値の下落には変りない。したがつて，上昇
時と逆の手続を一貫させることで足りることではなかろうか。
　第5に，いわゆる貨弊的資産に関して論じている。すなわち，「株主持分の一部はその他の（貨弊的）資産
にも投下されているから，その部分の購買力は通貨価値の下落時には減退してゆくはずである6）。」との根拠
に基づいて貨弊的資産保有損失を計算している。この際に利用されているのは生計費指数である。負債に関し
ては貨弊的資産保有損失の相殺効果をもつから，むろん，とれは負債と貨弊的資産との差引純額について計算
されることになる。この点に関するギンザー教授の主張は独特である。すなわち，負債に関しては長期負債と
短期負債とを区別して考えている。ギンサー教授は企業体自身のための会計という観点から会計を考え，そこ
から考えた場合，株主持分と長期負債が企業の永久資本を形成することになるという。その理由は，、もし企業
．を同一の水準に維持していくつもりなら，たとえ長期負債が実際に返済されたとしても，その返済された部分
は別の長期負債によってかあるいは株主資本によつて償わ繊牒ぱならないというものである。したがって，
株主持分の価格変動損益の計算が意味ないことと同じ理由で長期負債に関する価格変動損益の計算も意味のな
いものになり・結局・短期負債に関してのみ価格変動分の計算が理由のあるものとなると主張している7）。し
かし攻がら，負債にしろ貨弊的資産にしろ，いつでもその時点に澄ける現在価額で示されてX・り，法的にも額
面価額による交換が規定されている以上，これらの評価替は不可能である。tた損益計算に関しても額面にお
いてなされるのであるし，これら財務上の考慮をとb入れることは政策的であると考えている。
　さて，フィリップス社では，これらすべての項目に関する，いわゆる修正差額を価格騰貴時には資本剰余金
に賦課している。逆に価格の下落時には，その期までに存在する資本剰余金に借言己して，剰余金残高がゼロに
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　なるとそれ以後は損益勘定に賦課してしまう。すなわち，いかなる時va　toいても再評価剰余金は借方残高をも
　たないという原則をうちだしているのである。この原則は騰貴時と下落時には異な・りた手続をとることにもな
　りうるので，理論的には正しくないといえる。したがって正しくはどこまでも下落するような場合には資本剰
　余金の借方残高は当然あらわれることになるし，それでも実体資本の維持は可能である。しかし，フィリップ
ヌ社の場合はそれが実務であることを考えれば名目資本の維持を考慮したのであろうし，さらに，近年の傾向
　からして，価格は恒常的に騰貴し続けて澄り，資本剰余金の借方残高のあらわれる可能性は少ないという考慮
　があるのであろう。
　　以上のようにフイリッブス社の場合，取替価値とは現在使用中の資産と同種の耐用年限終了時点における取
替価格を基準にした評価額をさしていると考えられる．ただ，鶏上ではそれ観積ること姻難力・あると
いう理由で，財務諸表作成日現在の取替価格によって代用していると解釈される。したがって，この点から遡
及修正の必要性も主張されているのであろう。
　取替価値に関してローセン（乳S．Rosen）氏はこの点をさらに詳しく論述している。すなわち，取替価
値会計陣けcaa，「賭とは技術的綱一の生産要素による賭でlt・〈t因果関係からみて，儲的に能
率の高い生産をも行いうるよbよい生産要素による取替を意味している。ここで，よりよい㌔etter”とい
う語は実物としてかあるいは簡単なモデルとしてか，いずれにしても事実上，物的に現存する資産に限られる
8）・」と述べている・・れ廠とえば，従来1・・ボル・で・馬力し醐力の加モ．タ（技術的綱＿の
生顔素）を使用していたところ識轍良の結果，5馬力もあるモータ（よbよ唯顔素）が出現し洞
一利用目的のために（因果関係からみて）その能率の高いモータへの取替が可能と考えられる場合には後者べ
の取替を意図するものであると理解してさしつかえないであろう。
続いて・実際上の具体的測定方法であるrd・・，この点，・一　leン氏は次の5つの段階に分けている。
1．企業が将来のある時点に新しい資産を購入するという契約を結んでいる場合には，この契約価格が収益に
対して賦課される費用額の確認に選ばれる。
2そのような契約はとbかわしてい如力㍉現在使用中の資産と同一の難の現在評価額がわかる場合には，
その数値を用いる。
5．このいずれの数値もわからない場合には，特殊価格指数法を用いて，現在使用中の資産と同種資産の価格
を比較し，そこから適切な評価額が計算される8）。
これまで腰約し ¥セン氏蕨現から取替礫会計の重要備徴を擶す・・とができ・・すなわち・
前に示した取替価値｛甲定における2海よび3の方法はあくtでも最善の方法である1の条件がない場合もしく
は実行しえない場合にのみ適用される次善の手段であるということ；一一 ?驕Bいいかえれば，取替価値会計とア
メリヵに澄ける「新しい会計理論」もしくは「現代会計理論」との相違のひとつがこの点にあるといえよう。
アメリヵにおけるいわゆる「新しい会計理論」によれば，資産評価の基礎は現在使用中の資産と同一一もしくは
同種¢資産の現在取替価格に限定されxraAる。それに対し・取替価値は現在使用中の資産より・も経済的にも優れた性
能をもち・将来それに取替えようと意図している資産の価値を基礎にしている。したがって，アメリカの「新
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一431一
しい会計理論」における測定の基礎が現在使用中の，という限定をもつた貨弊的評価類であるのに対して，取
替価値はその限定をさらに広げた将来の基準に基づいて貨弊的に表現される価値概念である。要するに，アメ
リカの「新しい会計理論」鉢（この場合，一般的には測定の基礎として取替原価という用語が用いられている）
たんに価格変動の影響を会計上とらえたものであるのに対して，取替価値会計はたんなる価格変動への考慮に
とどまらず，経済的。技術的変動をも考慮したものといえるのである。この点に関してローセン氏は「………
取替価値理論は一般価格水準於よび個々的資産の特殊価格水準が安定していると否とにかかわらず適用される
10）。」と表現されている。
　このようなローセン氏の説明が取替価値会計を正しく把握していることは，アメリカ公認会計士協会の会計・
調査研究書第6号が取替価値に関して論じている次の表現からも確認することができる。「取替価値を算定す
る場合，当該資産の能率が考慮されている。このことは価格水準にかかわる数学的な価格変動のみならず，あ
る程度，取替資産に関する能率までをも考慮することを意味している，1）。」
　この点に関してまた別の面からラッド（D．R．　Ladd）教授の見解に論及することは興味あることである。
ラッド教授は現代の大会社の目的として，利益極大化という考え方が後退し，かわつて，競争的地位の維持蝕
よび成長という考え方が認められた目的となってきているとるを強調する。そして，この考えを彼の理論展開
のひとつの強力な基礎としている。このような観点から，彼はその著書に澄いて価値と資本に関する4つの定
義を吟味している。すなわち，名目貨弊，購買力，生産能力teよび競争能力といつた4つの定義である。これ
らの定義の説明にさきだつて，彼は理論的に正しい定義として割引現在価値の定義を述べる。しかし，周知の
ようにこの定義を実行に移すには概念上，処理上の困難が大きすぎるというプラグマティクな考えに基づいて
排除される。しかして，この割引現価にもっとも近似し，かつ企業目的にもっとも適合するものとしての別の
定義に目をうつすのである。先にあげた4つの定義のうち名目貨弊と購買力の定義は貨弊思考に立脚した考え
であり，割引現価からも現代の会社目的からも離脱するという理由によつてとりあげられていない。そこで，
現在価値にもっとも近似しかつ現代の会社目的にも適合するものとして生産能力の定義とその測定基礎として
の取替原価の採用を推奨している。しかし，ラッド教授の強調するところが競争的地位の維持澄よび成長にあ
ることを考えれば，彼の志向するものが生産能力の定義からさちに一歩進めた競争能力の定義にあることは容
易に理解できる。しかるに，「生産能力のかたまりとしての資本概念は競争能力観とよばれるものに極めて容
易にかわつてゆく………経済が安定している場合には，競争能力資本は生産能力資本と同じであるが，経済が
成長しているときには，競争能力資本は現存の生産能力を取替えるためばかりでなく，その会社の競争的地位
をもあわせて維持するのに必要な追加的資源をも準備するであろう12）。」と論ずるにいたるのである。しか
し，ラヅド教授自身，この定義を実践するための測定基礎についてはかならずしも明快な解答を提供していな
く，困難のあることを認めている。したがって，結論的には生産能力の定義を適用するのであるが，彼の本来
の意図である競争能力観は捨てさられてはいないのであるn具体的には「現在の取替原価の利用には現在の能
力の増大も含まれる場合があることを知つてむかrkければならない。（たとえば，ある特定の機械の今年の型
式は以前のものよりも高出力であるかもしれない。）いいかえれば，取替原価の利用は時として，成長の原価
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をたまたま含んでしtうことがあるかもしれないのである13）。」というように述ぺられている。
　このラッド教授の見解は先に吟味した取替価値会計に澄けるローセン氏の解釈と著しい類似点をもつている
と考えられる。ただ，ラッド教授の場合には競争能力という資本と価値に関する定義をうちだしてはいるもの
の，その具体的測定に策をみいだしていないといえ，ローセン氏の場合には，測定の基礎については明快に論
じているものの，それが資本に関するどのような概念なり定義なりと結びついているのかについての検討が加
えられていない点を指摘できる。ここで，両者は，完全lt・一一致はみないにしても，概念と測定という別の面力・
ら同じ問題を扱つていると理解することができよう。
　ただし，ラッド教授の場合には，取替原価という用語と取替価値という用語とをローセン氏ほどには明確に
区別して用いてはいないということをつけくわえて於ぐべきだろう。
　1）　A．Goudeket，　”How　Inflation　………”P　449
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　●
　2）A．Goudeket，　”An　Application………”P　58
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　●
　5）　ibid．，　P．P．58－59
4）WAp…n・’　”A。・c・un・i・gTh…y”，Ch・p．t8，とくに，P．．P．　435－455参臨
5）政S．Gy・th・…　P．cit．　P．P．229－235．
　6）A．Goudeket，　”An　Application………”　P　45
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　●　　　　　　　　■
7）旦S．Gy・ther・・P．　ci・t．．・h・P．　1t．，とくにU4・．参照。
8）L・　S・R・・en・　”R・placem・n卜V・1・・Acc…・i盛，”，Acc。un、・．i、ng　R。vi。w，
　　January，　t967．　P，　tO7．
9）ibid．・P．1・7　　　　　10）ibid．，　P．108
11）AI・qP・AAcc…・i・gR…a・chS・・dy．／Z。．・6．　t96・，P．，9・．
12）耳脳・dd・C・…m…a・・C。・p・・a・・Acc・u，ti・g。nd・h。　P。bli。，
　　　1963，　P．60．
↑5）　ibid．，　P．82．
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　．取替価値会計に於ける利益概念を説明するに当って，ゴーデケット教授はまず経済学的ft利益概念に論及し
ている。すなわち，「経済学的には利益（profit）は一つの意味しか持ち得ない。　　　それは企業活動の
結果として所得（i…m・！を得献・の欲望de理的に充足する基礎でなけれeir・tらない1）。　Jと規定する。
いいかえれば，経済学的な見解にしたがうと，所得とは支出可能な資本部分ということになる。したがって，
「利撫は所得の源泉である企業資本を損傷することなしに支出しうる所得である・）。　Jここで，実践k，利
益を算定するには評価の問題が澄こる。評価は交換時点と財務諸表作成時点との2段階で生ずるが，交換時点
以外で歴史的支出額を基礎とすることは明らかに不適当である．継続企業とい揃提にたつかぎb，交換した
財貨は取替えられなければならないから・取引による利益は財貨を取替える原価であらわされた価値によって
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則定されなければならない。すなわち，取替えなければならないとやう経済上の責務が必然的に新しい価格に
基づぐ測定を要請するのである。さて，ここで問題となるのは，取替価値と歴史的支出額との差額の性格であ
る。その差額は明らかに，取得時点と現在時点との間に澄ける取替価値の増加である。「そのような増価は取
替えられ鮒れ繊らないという経済的責務によ・ての秘要とされる・もし・この仮蟹巧益が支出可能利益
とされるなら，資本の侵食はまぬがれない3）。」　こごで，財務諸表の役割は企業活動から生じた支出可能利
益を表示すること蜴るとの機能を提示し，それらの増価は「実現，非顛のいかんにカ・勧らず利益ではな
い4）。」と言明している。すkわち，その増価は企業の営業能力水準を維持するために必要な資本の増加にす
ぎないと主張するのである。ここに一種の資本維持観が示唆されている。この資本維持観はさらに別の表現に
、。ても明確、，されてい。．す勧ち，「生曲工業鰍を難な状態礁持する：こと5）」あるいはr各鯉
の潜在的生産能力もしく雌済的実tS6）」が鮪されるべ魅のであるとの獺から・取替価f直会計に・・て
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i維持しようと意図している資本概念が具現されている。要するに，企業の実体を維持しようとする立場にたっ
ているのであり，さらに，経済的，技術的にい・そうすぐれ顧産への取替を考慮するあたり注産能力の維
持あるい醗展的rereを観念の中心として考えている塀釈することができる・このよう鎖雄持観に基？
けば，そこに自ずから利益観も導きだされることになる。すなわち，「利益とは，ここで特定の測定概念に述
べられている意味応ける躰を繍し轍峰ける齢細7）鋤、う・と1・C・ltる・
f）A，　G・ud・k・・，“H・wl・f1・ti・・…’∴P・448・
，）ibid．，　RR　448－449　5）・b・d．・P．　45・．　　4）ibid・・P・45°
5）・b・d。，P．　448．・）L．　・．・6・e・s・P・・・…P・1°7・　7）ibid・・U°7・
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これまでに，囎価値会計をゴー一デケ・ト搬の論文を中心醸討してきた・この取替髄会計の特徴はな
によりもその資本維持観とそれにともなう利益観の独自性であ．ろう。
この点に関して。．セン氏は取替価値と聴原働・全く別のものであることを述ぺている・取替原価の場合・
それは同＿資産の現在価格もしく購殊指数による修正値を蘇している・アメリカではこ磋額は一一「e　va保
看損益と教られている．それに対して，取替雌鵬本儲（生産能旗本の轡）観を基灘した一種の
価値聡であ。（，それを貨弊的賑現するためvaは，先vamsべたよう妨灘挿尺度秘要となるのであ
る．さらに，評価差Wtvaついてはそれを決してfU益（分配可能利益〉臨入せず・完全に資本の貨弊等価糠
鮒る増加であるとしている．たとえば，両都測定陣ける次静では徽する・ともある・しかし・聴
価値本来の意図は将熟測る価格を鍛としているの耐し・囎原価戯在の儲もしく腿去の価格の
修正値を基礎にしている点に紳て，将来志向性と現在志嘩との樺がみちれる・・いいかえれば揃者は将
来の取替時点における資産を考えているのに対し，後者は現実に使用ないし保有している資産での範囲内で考
えているのである。
一454「
アメリヵに鮒る取替原価の主卸税の源泉別による成果分割を意肌ているのであ・て・出発点が報告
あるいは情報の有用性・適合性に求められていると考えられる。重大な結論である性格が問われもしないで，
たんに情報の多元化，細分化がはかられていることに終始している原因もこのあたりにありそうである。取替
価値会計では分配可能利益の算定もしくはその基礎となる生産能力資本の維持という観念を出発点にして澄り・
したがって，実現・未実現の区別とかには頓着せず，差額そのものの性格の吟味が重視されていると考えてい
る。
　取替原価がたんに価格変動の影響を考慮するにとどまっているのに対し，取替価値会計ではさらに，経済的
・技術的変化の考慮をも加えている点にむいてまた別の見方からするその特徴が示されよう。ついでながら，
多くの点においてラッド教授の見解は取替価値会計に近似していることを指摘して於こう。
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